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長期継続契約を締結することができる契約の事務取扱要領 

 

平成２３年３月２８日制  定 

平成２５年１２月４日改  正 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、東金市長期契約を締結することができる契約を定める条例(平成２３年東金

市条例第１号。以下「条例」という。）及び東金市長期継続契約を締結することができる契約を

定める条例施行規則（平成２３年東金市規則第７号）に基づく契約の締結に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

 

 （対象となる契約及び契約期間） 

第２条 条例第２条の規定により長期継続契約を締結することができる契約は、次表に掲げる契

約の種類及び契約期間で長期契約を締結する必要があると認められるものとする。 

区分 長期継続契約を締結することができる契約の種類 契約期間 

条例第２条第１号に

掲げる契約関係 

（物品の借り入れ） 

(1) 車両（公用車、バス等） 

(2) 事務機器（パソコン、印刷機等） 

(3) 通信機器（ファクシミリ、電話交換機等） 

(4) 測定機器（騒音観測装置等） 

(5) 医療機器（ＡＥＤ等） 

(6) スポーツ器具（トレーニング器具等） 

(7) ソフトウェア 

５年以内 

条例第２条第２号に

掲げる契約関係 

（役 務 の 提 供） 

(1) 上記の借り入れ契約期間内の保守に係る業務 

(2) 庁舎等の機械警備に係る業務 

(3) 車両の運行及び管理に係る業務（循環バス等） 

(4) 庁舎等の管理に係る業務（電気保安業務委託、消防設

備点検業務委託（通年保守契約を含むもの）等） 

(5) 庁舎等の警備に係る業務 

(6) 庁舎等の建物の清掃に係る業務 

(7) 一般廃棄物の収集及び運搬に係る業務 

(8) 給食の調理及び配送に係る業務 

(9) 検針及び料金徴収に係る業務（ガス、下水道等） 

(10) 例規集の整備に係る業務 

(11) 施設の運転保守に係る業務（集落排水処理施設等） 

３年以内 

（参考）対象契約にならないもの 

 ・翌年度以降に、契約内容の変更あるいは解除が明らかに想定されるもの 

 ・年間を通じて経常的かつ継続的でない、臨時的かつ政策的なもの 

  （催事等の企画運営、調査委託等）  

 ・かならずしも年度当初から提供を受ける必要がないもの 

  （空調設備点検等） 



2 

 

 ・既に入札により業者を決定し、その業者との２・３年目の随意契約 

  （長期継続契約を条件に入札を実施していないため） 

２ 条例第２条第１号に掲げる契約（物品の借り入れ）のうち契約期間全体の予定金額が２，０

００万円以上の場合及び条例第２条第２号に掲げる契約（役務の提供）のうち年間の予定金額

（月額予定金額×１２ヶ月）が３，０００万円以上の場合は、債務負担行為によるものとし、

本要領は適用しないものとする。 

 

 （予算要求） 

第３条 予算要求時に別紙「長期継続契約 契約予定金額（様式）」を財政課に提出し、協議する

ものとする。 

 

 （契約事務） 

第４条 契約の締結に係る事務の執行に当たり、次に掲げる事項に留意するものとする。 

 (1) 執行伺 

  ア 業務（物品）名 

    名称の後に”（長期継続契約）”と記載する。 

  ア 契約期間 

    契約する期間の始期から終期までを記載する。 

  イ 予算額 

    契約に係る当該年度の予算額と契約期間全体の執行予定金額を２段書きで併記する。 

  ウ 専決区分 

    契約期間全体の執行予定金額で判断する。 

  エ 予定価格 

    原則として月額で設定すること。ただし、月額で設定ができない場合は、年額又は総額

で設定することとする。 

 (2) 入札公告及び指名通知等 

   入札公告及び指名通知等は、予定される契約期間を記載するとともに、長期継続契約であ

ることを明記する。 

 (3) 入札金額等 

   入札金額は、原則として月額で記載させることとする。ただし、月額で記載ができない場

合は、年額又は総額で記載させることとする。 

 (4) 契約書 

  ア 契約書の作成 

    長期継続契約にともなう契約は、契約金額に関係なくすべての契約において契約書を作

成するものとし、契約書には長期継続契約であることを明記する。 

  イ 契約金額 

    契約金額は、原則として月額又は年額であることを記載すること。 

  ウ 契約保証金 

    条例第２条第１号に掲げる契約（物品の借り入れ）は契約金総額、条例第２条第２号に
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掲げる契約（役務の提供）は年額（月額×１２ヶ月）を基準とする。 

  ウ 契約書の特約事項 

    長期継続契約を締結するときは、次の特約事項を契約書中で定めなければならないもの

とする。 

    

（予算の減額又は削除に伴う解除等） 

第 条 この契約は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第２３４条の３の規定による長期

継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において、歳出予算の当該金

額について減額又は削除があった場合、発注者は、この契約を変更又は解除することができ

る。 

 

    なお、条例第２条第１号に掲げる契約（物品の借り入れ）には、第２項として、次の条

項を加えるものとする。 

 

 ２ 前項の規定による契約の解除に伴い、受注者に損害を与えたときは、発注者は、その

損害を賠償しなければならない。この場合の賠償額は、発注者と受注者との間で協議して定

めるものとする。 

 

   附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２４年１月２５日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２５年１２月４日から施行する。 

 


